
（要旨）
災害後の中長期の精神保健活動を提供する体制は、災害規模によって大きく異なる。

局所災害では、市町村保健師が避難所などへのアウトリーチを行い、必要に応じて都道
府県保健所の支援を受けることになる。災害規模が大きく被災者数が多い場合には保健
所の関与がより求められ、精神保健福祉センターが支援することもある。さらに被害が
甚大な災害では、新たな専従組織である心のケアセンターが立ち上げられることが多い。
活動方針としては、健康リスクの高い被災者を調査などで見いだし重点的に支援する活
動と、健康増進や住民の交流促進などを目的とした予防的な活動が挙げられる。最近では、
前者はハイリスクアプローチ、後者はポピュレーションアプローチと呼ばれている。

本研究では 1990 年代以降の代表的な災害での活動内容をレビューした。体制整備につ
いては急性期の活動として DPAT を中心とした体制が確立しているのに比べると、災害
規模や地域特性に応じて検討されるためタイムラグが生じてしまう課題がある。また、
ハイリスクアプローチでは調査データの活用が現場に委ねられていることが多く、効率
的に活用が難しいことがある。ポピュレーションアプローチでは現場の創意工夫によっ
て興味深い活動が展開されているが、その実効性をどのように評価するか検討する必要
があると思われた。
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